












































　本稿の構成としては，第 2 節では社福法人の内部留保概念の整理を行う。第 3 節ではリサーチ・


























　　　第 1 時代（1953 年～）「社会福祉法人会計要領」時代
　　　第 2 時代（1976 年～）「社会福祉法人会計経理規程準則」時代
　　　第 3 時代（2000 年～）「社会福祉法人会計基準（旧基準）」時代











































































































　財務情報は，川崎市 HP 及び独立行政法人福祉医療機構 WAMNET 上で公表されたものを使用し
（15）　2015 年度末現在 19,969 であり，うち施設経営法人が 17,482 である。以上，厚労省厚生統計要覧（2016）第 3-36
社会福祉法人数を参照。





にせずに，担当部局毎に分析を行った。健康福祉局の場合は 2017 年 3 月末，こども未来局の場合











る。川崎市の場合，市の HP において所轄の社福法人の過去 3 年ないし 4 年程度の財務データが公表されている。
具体的には，健康福祉局所轄法人については 2012 年度から 2015 年度まで，こども未来局については 2012 年度か
ら 2014 年度分までが公表されている（2018 年 3 月 15 日現在）。なお，2016 年度分は WAMNET を通じて開示さ
れるようになったものの，法人毎に開示状況にバラつきが大きく，統一的網羅的な情報とはいえない。
（18）　2017 年 2 月 16 日川崎市健康福祉局総務部企画課よりヒアリング。
（19）　営利企業に関する先行研究の議論をまとめたものとして，例えば田村（2014），213 頁以下。小栗・谷江
（2010），88-93 頁参照のこと。















＊  13 法人のうち 2 法人は，2016 年 3 月末時点では設立認可前若しくは他自治体所轄の法人で
あり，財務データの取得が困難であるため，本分析では除外している。














































全体 複数事業 高齢者施設 障害者施設 貧困・乳児院
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
実質内部留保（Ａ） 425 129 1,407 899 243 104 270 143 229 85
実在内部留保（Ｂ） 285 51 1,054 777 132 29 196 64 47 － 100
発生源内部留保（Ｃ） 570 208 2,059 1,138 270 74 360 102 300 97
資産の部合計（Ｄ） 2,014 1,807 4,954 3,052 1,956 1,950 636 132 2,460 2,454
経常支出合計（Ｅ） 945 542 2,526 1,167 678 573 469 239 1,445 1,228
（Ａ）÷（Ｄ） 21.1％ 7.1％ 28.4％ 29.5％ 12.4％ 5.3％ 42.5％ 108.0％ 9.3％ 3.5％
（Ｂ）÷（Ｄ） 14.2％ 2.8％ 21.3％ 25.5％ 6.7％ 1.5％ 30.8％ 48.5％ 1.9％ －4.1％
（Ｃ）÷（Ｄ） 28.3％ 11.5％ 41.6％ 37.3％ 13.8％ 3.8％ 56.6％ 77.3％ 12.2％ 4.0％
（Ａ）÷（Ｅ） 45.0％ 23.8％ 55.7％ 77.0％ 35.8％ 18.2％ 57.6％ 59.8％ 15.8％ 6.9％
（Ｂ）÷（Ｅ） 30.2％ 9.4％ 41.7％ 66.6％ 19.5％ 5.1％ 41.8％ 26.8％ 3.3％ －8.1％
（Ｃ）÷（Ｅ） 60.3％ 38.4％ 81.5％ 97.5％ 39.8％ 12.9％ 76.8％ 42.7％ 20.8％ 7.9％
出典：川崎市健康福祉局及び WAMNET の公表情報を基に作成。
①金額面から見た内部留保
　表 3 のそれぞれの内部留保（Ａ）から（Ｃ）を平均値で見た場合，全体では実質内部留保 4.3 億
円，実在内部留保 2.9 億円及び発生源内部留保 5.7 億円となり，概念の違いで内部留保は最大 2 倍
程度の格差がある。また，中央値では実質内部留保 1.3 億円，実在内部留保 0.5 億円及び発生源内
部留保 2.1 億円となり，平均値に比べて少額に留まるものの差異は最大 4 倍程度に拡大する。
②総資産比率から見た内部留保
　それぞれの内部留保を総資産（Ｄ）で割って総資産比率で捉えた場合，平均値については全体で















平均値 中央値 平均値 中央値
実質内部留保（Ａ） 78 30 45 24 421
実在内部留保（Ｂ） 13 3 20 13 －21
発生源内部留保（Ｃ） 200 117 149 117 846
資産の部合計（Ｄ） 822 745 753 745 1,901
経常支出合計（Ｅ） 468 423 416 308 882
（Ａ）÷（Ｄ） 9.5% 4.0% 6.0% 3.2% 22.1%
（Ｂ）÷（Ｄ） 1.6% 0.4% 2.7% 1.7% －1.1%
（Ｃ）÷（Ｄ） 24.3% 15.7% 19.8% 15.7% 44.5%
（Ａ）÷（Ｅ） 16.2% 7.1% 10.8% 7.8% 47.7%
（Ｂ）÷（Ｅ） 2.8% 0.7% 4.8% 4.2% －2.4%
（Ｃ）÷（Ｅ） 42.7% 27.7% 35.8% 38.0% 95.9%
出典：川崎市こども未来局及び WAMNET の公表情報を基に作成。
＊ 乳児院については 2016 年 3 月末の財務情報が公表されておらず，本分類上は児童養護
1 法人のみであるため，平均値や中央値の計測は行っていない。
①金額面から見た内部留保
　平均値については，全体では実質内部留保 0.8 億円，実在内部留保 0.1 億円及び発生源内部留保
2 億円である。健康福祉局所轄の法人と比べて金額としては少額に留まるが，内部留保概念の違い
による差異は最大 20 倍であり，高齢者施設や障害者施設に比べて格差が広がる（表 3・4）。中央




　平均値については，表 4 の発生源内部留保比率の全体は 25.5％である。これは表 3 の高齢者施
設・障害者施設の全体の 28.3％に比べて若干小さいが顕著な差異ではない。他方，表 4 の実質内部




















以下も同様。ここでの個別検討法人は A ～ C）。
　発生源内部留保についても仮説通りの傾向が見られた（次頁図 2）。だが，内部留保比率が著し










　双方の内部留保比率とも概ね仮説に沿った負の相関関係にある（116 頁図 5，図 6）。ただし，発






直近 5 年以内に開業した法人が 4 割弱（7 法人／ 18 法人中）を占めており，利益率は 0.8％，そし
て借入金を利用して取得した自己所有の不動産が多いため総資産規模は他分野より多いものの自己
資本比率は 62％と低い。保育園の場合，平均内部留保比率としての実質内部留保は 6.0％，発生源






























































































































分野 実質内部留保比率 発生源内部留保比率 総資産 自己資本比率＊ 利益率＊＊ 人件費比率＊＊＊
高齢者施設 12.4% 13.8% 1,956 62% 0.8% 66%
障害者施設 42.5% 56.6% 636 83% 10.0% 57%




























A 1981 60.9% 64.2% 1,587 97% －26.0% 91% 11.5% 9.2% 〇 〇 ○
B 2009 64.6% 65.0% 110 90% －4.9% 69% 1.4% 1.1% × × ×
C 2001 － 0.1% － 6.0% 1,505 70% 8.0% 64% 10.6% 2.6% 〇 〇 △＊＊＊
障害者
施設
D 2005 168.7% 81.1% 120 97% －1.0% 57% 1.5% 1.2% × × 〇
E 2006 100.1% 0.0% 350 46% －7.8% 46% 9.8% 8.7% ○ ○ △
保育園
F 1974 33.7% 70.1% 238 86% 0.2% 74% 1.9% 1.3% 〇 〇 〇














　最初に高い内部留保比率の場合を検討する。A は設立認可から 37 年で自己所有の基本財産を有
しており，減価償却費負担は 11.5％あるものの国庫補助金等特別積立金取崩額を利用して実質的負




























































































































の合計を内部留保と捉えた場合，特養の内部留保は 1 施設あたり平均約 3.1 億円とされる（24）。この
計測方法は発生源内部留保と同様といえ，厚生労働省調査と比較した場合，川崎市の高齢者施設の
発生源内部留保平均値は 2.7 億円であることから近似値といえる。だが，他の内部留保概念の平均
















































































































































category/76-8-27-1-1-0-0-0-0-0.html（最終閲覧 2018 年 3 月 4 日）。
川崎市こども未来局「社会福祉法人の運営に関する情報開示」http://www.city.kawasaki.jp/450/page/ 
0000051800.html（最終閲覧 2018 年 3 月 4 日）。
（26）　例えば，現在未施行の改正法 55 条の 2．これは，組織内の余裕資金となっている内部留保の実態を明らかに
して，適正な活用を促すための仕組みである。具体的には「社会福祉充実残額（再投下財産額）」を算出し，これ
を保有する法人は再投下計画の作成が義務付けられることになる。
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